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はじめに
内外の政府統計のこれまでの展開を世界史的なタイムスパンで俯瞰した場合,   世紀中葉か
ら  世紀にかけての約   年間は, ｢統計調査の時代｣ として特徴づけられる｡ このことは, こ
の間, 政府統計作成のための情報 (統計原情報) がすべからく統計調査によって収集されてき
たことを必ずしも意味しない｡ なぜなら, 調査統計の他にも行政記録を原情報として作成され
る業務統計も依然として一定の役割を占めているからである｡




事項について独自の調査組織を整備し, 個人, 世帯, 事業所あるいは企業といった統計単位に
対する調査を実施することで必要な統計原情報の収集を行う調査統計が広範に普及する｡ そこ
では, 業務統計の場合と異なり, 実効ある罰則規定による実質的強制ではなく統計法規による


















府統計では, その後調査分野が順次拡充され, また調査間の体系的連携がはかられる｡ その結
果  世紀中葉には個票方式による統計調査は政府統計の主たる作成方式として全面開花し,




行論に先立ち, 以下で使用する調査票情報１) という用語に関して, 筆者なりの定義づけを与
えておこう｡ 周知のように, 統計調査で用いられる調査票には, 従来からの紙媒体での調査票
以外にもウエブ調査票, 電話調査票など様々なものがある｡ 本稿ではこのような調査媒体の如













果は, これまで主として集計量 (集計結果表) として提供されてきた｡
そのためわが国の政府統計機関は, 集計表としての政府統計の作成, 提供を第一義的目的と
して統計行政を遂行してきた｡ このことを反映して個別調査規則は, 例えば ｢調査票の審査及
び集計を行い, その結果を速やかに公表するものとする｡｣ (国勢調査令), ｢甲調査に係る電磁
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
１) ｢統計法｣ (平成  年法律第  号) は調査票情報を, ｢統計調査によって集められた情報のうち, 文
書, 図画又は電磁的記録 (電子的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作られ
た記録をいう｡) に記録されたもの｣ (第２条  ) と規定している｡
的記録の検査, 乙調査に係る調査票の審査及び集計を行い, その結果を速やかに公表するもの







第２の理由は, 統計調査に対する報告者 (調査客体) の秘密保護への配慮である｡ 調査統計


















統計における空間表章の形態としては, これまで行政区分２) が一般に用いられてきた｡ その
調査票情報の情報特性とその拡張性について   
２) ｢場所的総括は, 通例, 政治行政区域……による｣ [      (    ) ８頁]
後, 情報処理能力の向上に伴い, 種々の小地域統計が既存の地域集計に加えられてきた｡ しか


























や調査事項に関する回答は, それぞれ固有の変数値ベクトルを構成する｡ その結果, 具体的な
個々の変数値は, 一定の揺らぎを持ちつつも, 当該統計単位の諸側面を表すものとして相互関
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集計 (マクロ) データの場合, ロビンソンの生態学的誤謬あるいはユール・シンプソンの逆
説などとして知られるカテゴリーの統合に起因するバイアスが発生しうる｡ また, 集計データ
とミクロ (個体) データとから得られる回帰係数は一般には一致しない｡ この他にも考慮すべ






つつ, 時代という共通の場をくぐりながら, 時間の経過の中で着実に年齢 (継続時間) を重ね,



























る｡ このようなマッチングによるデータ編成の他にも, 当初から縦断面調査として設計, 実施





























となる個体は, その時々にある属性を持ちつつ, 時間の経過の中で様々な事象 (     ) を生
起させる主体として客観的に存在している｡ その意味で, 個体の静態的属性と事象の生起に関
する動態的記録とは本来的には一体の存在である｡ この点を情報の側面から捉えた場合, それ
らは個体に帰属する情報の二側面としての静態, 動態情報に他ならない｡ このように, 静態統
計と動態統計とは, もともと個体では一体化されていた情報を統計の論理に従って二つの側面










計調査では, 様々な制度的, 技術的制約から, あらゆる構造的変動要因を網羅的に調査に反映
することはできない｡ その結果, 得られる調査結果は一般に, 多かれ少なかれ偏りを内在させ
ている｡ 例えば, 分析において取り上げられた諸変数に共通に作用している変数要因 (共変量)
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はこのような個体差や集団差に起因する諸要因もまた分離不能な形で混在しており, それは解
析結果に対して有意な作用を及ぼしうる｡ 統計調査等によって実際に観測できない諸要因が観






































例に取り上げてみよう｡ 物的生産性にせよ付加価値生産性にせよ, 既存のモデルは, 生産性を
基本的に投入される労働や資本に対する生産物の価額によって評価するものである｡ また生産




によるものである｡ 仮に保有する人的・物的資源, 経営ノウハウ, さらには技術力などが同等
の事業所であっても, 個々の事業所が享受しうる立地環境が違えば, その事業活動のパフォー
マンスには自ずと差異が生じるはずである｡ ちなみにここでいう立地環境とは, 同業他社との











国民国家の場合, 国境は国際的な人の移動, 貿易や租税, 金融その他の政策面で企業等の事
業活動を制約する制度的枠組みを与える｡ また, 政治的・行政的に設定される各種の経済特区
等においても税制上の優遇や許認可要件など対象域内全域に等しく適用され, 域外とは制度的
に区別される｡ さらに, 地方自治体による独自の産業誘致策や福祉行政等は, 企業進出や世帯
の居住選択行動に有意な作用を及ぼし得る｡ この場合にもそれぞれの政策は当該行政区全域に
適用され, その作用は隣接する他の行政区域から質的に区別される｡ 行政行為が当該行政区域




域と場所的特性変数の実現値 (以下, 場所的特性値と呼ぶ) が与える境域とは通例一致しない｡










こういった制度的地域区分の他にも, 地価, 交通利便性, 人口密度, 事業所等の集積度といっ
たそれぞれの地点が持つ場所的要因が与えるスコアの階級帯による地域区分などがありうる｡
こういった場所的要因が個々の統計単位に対して一定の広がりを持つポリゴン (あるいはポ













して一括され, それが結果的に地域表章という形をとるからである｡ そこでは, 集計行為が持
つ相殺効果により, 個々の統計単位を規定する個別具体的な場所的特性の作用は希釈化, 平均
化され, 集計量として与えられる特性は, あたかも地域集団のあらゆる個体に共通に作用して
いるかのような擬制を作り出す｡    マイヤーがかつて提起した ｢統計州｣ (          
調査票情報の情報特性とその拡張性について   
        )４) とは異なり, このような地域表章結果から出発する限り, 個体を規定している
場所的特性の効果を再度検出してそれを統御する術はもはやない｡
近年, メッシュ統計や町丁字, 調査区や基本単位区といった様々な小地域統計が整備されて
きている｡ その結果, 地域に関する統計の表章面での解像度は, 以前に比べれば飛躍的に改善





一定の広がりを持つ空間 (面) 情報として, アグリゲートされた形で地域別集計表の中に取り
込まれる｡ 調査票情報が持つ場所情報が調査区コード, 基本単位区コード, あるいは町丁字コ
ードという面的変数に置き換えられた瞬間に, 場所的規定に関して調査票情報が本来的に有し
ている情報の本質的でしかも不可逆的な喪失が発生する｡













立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
４)     は, 地理学の知見を手掛かりに ｢斉一の (また斉一と定められた) 統計的現象形態を持つ小
さな基礎的区画から形成された新しい複合地域は, 普通の意味で固定した地理的地区ではなく, 具体
的な統計の対象が異なるに応じて変化する地理的分布に関する統計的地区｣ [    (    )      ,





れていないわけではない｡ 例えば, 総務省統計局が実施している住宅・土地統計調査では, 調
査員は実査時に外観確認により住宅の種類, 建て方, 構造, 敷地に接している道路の幅員等を
建物調査票に記入している｡ その他にも, 調査区という面的情報としてではあるが, 都市計画
の地域区分, 調査区の建ぺい率, 容積率, 公共下水道の有無, 最寄りの交通機関, 緊急避難場
所, 老人デイサービスセンター, 医療機関, 郵便局・銀行, コンビニエンスストア, 保育所,

















の週変化, 競合店舗の有無別価格比較などとともに, 立地環境特性別 (｢商業集積地区｣ (駅周
辺型, 市街地型, 住宅地背景型, ロードサイド型, その他), ｢オフィス街地区｣, ｢住宅地区｣,
｢工業地区｣ 及び ｢その他｣) 価格の結果表章に使用されていた｡ . .  既存統計での地点情報の使用事例
総務省統計局では, 国勢調査については昭和  (    ) 年調査, 事業所統計調査については
調査票情報の情報特性とその拡張性について   
昭和  (    ) 年調査, 住宅統計調査については昭和  (    ) 年調査から地域メッシュ統計
を作成している｡
現行の調査では, 住戸の位置が把握されておらず, 調査区あるいは基本単位区が結果表章の
基礎単位となっている｡ このため, 国勢調査の地域メッシュ統計の作成に際しては, 各世帯が
いずれのメッシュ (グリッド) に属するかを同定する必要がある｡ 国勢調査の地域メッシュ作
成の初期においては, 市街地では調査区, また非市街地では調査区要図による世帯の分布を参
照していずれも調査区ベースでの同定方式が採用されていた｡ その後は, 面積, 単一中心点,
複数中心点を用いた同定, さらには包含・面積割合・図心・面積分布による同定が行われてい
る｡
一方, 事業所統計調査では, 昭和  (    ) 年調査については国勢調査と事業所統計の調査
区の対応表を作成し, 国勢調査のメッシュ統計同定表を転用することで地域メッシュ統計が作
成された｡ その後は, 従業者  人以上５) の事業所については調査区地図上での位置による個別
同定,   人未満の事業所については基本調査区内の事業所分布から単一中心点あるいは複数中
心点を用いた同定によりメッシュ統計が作成されてきた｡
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いてもある程度は可能である｡ この点に関して筆者は, 小地域 (町丁字) による空間データ結











































































































































される｡ 加えて, 位置情報を介した調査票情報の事後的拡張, さらには行政情報も含めた多様
な情報源からの情報の統合利用といった従来の統計にはなかった新たな展開も可能となる｡
( ) 時系列比較可能性の担保









地域経済圏, 商圏, ニュータウンといった地域居住圏は, 通常, 行政境域を跨がった形で展
開している｡ 通勤圏や河川の流域圏, 洪水や津波による浸水域なども行政区界を越えて, 面状
あるいは帯状に広がっている｡ これらについて, 現在は町丁字, メッシュ統計あるいは調査区
といった小地域データを用いて部分的に対応がなされている｡ 小地域統計の境域設定がより細
密化され, かつてにくらべれば解像度は幾分向上した｡ とはいえ, あくまでも面的集計量とし
て与えられる小地域統計の場合, 利用者が分析目的で設定する境域と小地域統計の境界設定と






































積状況, その規模 (生産額, 従業員規模), 集積密度等を集積地別に把握できる｡ また, 今後,
地価, 現在人口, 後背人口, 鉄道駅や道路からの交通アクセシビリティ等の指標をレイヤとし
調査票情報の情報特性とその拡張性について   
て順次整備していくことで, 立地特性を考慮した分析が可能となる｡ さらに, 周期型調査の調
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種々の場所的特性変数もまた調査票情報に作用を及ぼしている｡ この点をデータ論の観点から
評価すれば, それは調査票情報がそれぞれ特殊具体的な場所的特性値を要素とする場所的特性


















いない｡ そのため, 本来, それらの要因によって説明されるべき変動部分もまた残差として一
体化されている｡ 場所的特性要因が何らかの説明力を持つ場合, 結果的に残差は系統的偏りを
持つことになる｡












































後も長きにわたり政府統計では, 統計は基本的に集計表 (集計量) として取り扱われてきた｡
集計値の中に初めて統計的規則性が顕在化し, より安定的な結果が得られるというドイツ社会
統計学以来の統計観, また統計に係る秘密保護への配慮, 情報処理技術の未発達といった理論






まず, 何よりもそれは個々の統計単位そのものの統計的反映である｡ 調査票情報 (それから







































悪化する調査作成環境に対処し統計に品質の確保をはかるために, 海外の政府統計機関は    年代以降, 行政情報を主たる情報の源泉とした各種レジスターの整備に取り組んできた｡ そ
れによって, 政府統計全体が, センサスが与える母集団情報を基盤とする集計量をベースとし
た統計調査の体系から個体ベースでのレジスターをベースとしたミクロ統計の体系へとその姿
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